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1 研究概要 

兵庫県南部地震をはじめとする既往地震では,液状化による側方流動により各種構造物に甚大な被害が生じた.このた
め将来発生が予想される地震に対して側方流動量を適切に予測し,対策を講じることが重要である.本研究は,最新の研
究成果と関連技術の現状を調査･検討し,これをもとに広領域に亘り地盤変位及び構造物への影響を推定するシステム
の構築を目標としている. 
2 システムの概略 

本システムのフローを図1に示す.本システムは,「システムⅠ：地盤の流

動予測」及び｢システムⅡ：構造物への影響予測｣から構成されるが,本文で

はシステムⅠの概要について述べる.予測は 50m 四方のメッシュを単位とし

て行う.流動予測のフローを図 2 に示す.ユーザーがパラメータを入力し予

測要求を行うと,Web ブラウザ・基本サーバープログラムを通じ計算プログ

ラムにパラメータが渡る.計算プログラムはデータベース接続プログラムを

通じてデータベースから必要なパラメータを抽出し,予測プログラムに渡す.

計算終了後,予測プログラムは計算及び基本サーバープログラムを通じ Web

ブラウザ上に計算終了を通知する.計算結果はデータベースに格納される.

地図表示のフローを図 3 に示す.ユーザーが計算終了通知を受け地図表示要

求を行うと,Webブラウザを通じ地図管理プログラムに通知される.地図管理

プログラムは計算用・地図の各データベースより計算結果と地図デ

ータを抽出して重ね合わせ,予測結果をWeb ブラウザ上に地図表示す

る. 

3 プロトタイプ 

広領域に亘る流動予測に先立ちプロトタイプを作成した.プロト

タイプは,50m メッシュの地盤データを備えた横浜市の埋立地盤を対

象地域とし,南関東地震(1923)を想定地震とした.プロトタイプに使

用した要素技術について以下に説明を行う. 

(1)地震動強度の推定 

 マグニチュード,震央距離をパラメータとし,地表面最大加速度,

地震動継続時間を推定した.推定式は以下に示すとおりである.1) 
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図 1 システムのフロー 
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図 3 地図表示のフロー 
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図 2 流動予測のフロー 



Amax:地表面最大加速度(gal)   t:地震動継続時間(s) 

M:マグニチュード         ∆ :震央距離(km) 

地盤種別は固有周期 T(s)により,「Ⅰ種：T<0.2,Ⅱ種：0.2<T<0.6,Ⅲ種：0.6<T」と分類した.2)プロトタイプでは

M=7.9,∆ =30(km)を設定している. 
(2)液状化の判定 

液状化の判定は道路橋示方書によった.2)この場合の設計加速度は式(1)により算出された値を用いた.各メッシュに

おいて液状化層厚の総計を算定するとともにPL値を算出した. 

(3)傾斜地盤の側方流動量予測 

地表面勾配の方向,大きさの算定方法を図 4 に示す.隣接メッシュ

を含む9メッシュの標高を最小二乗法で平面近似し,近似平面の最大

勾配とその方向を求めた.流動量の予測には濱田らが提案する式(3)

を採用した.3) 
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D1:流動量                H:液状化層厚 

θ:地表面勾配   N :有効鉛直応力により補正されたN値 
(4)護岸近傍地盤の側方流動量予測 

護岸移動量の推定は(4)式,護岸背後地盤の流動量予測は(5)式による.4)5)

護岸移動方向は護岸線直角方向とする.プロトタイプでは護岸の影響範囲を

護岸から200m 以内とした. 
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D2:流動量   Dq:護岸移動量    α :表 1に示す変形率 

Hq:護岸の高さ   L:護岸からの距離    HL:液状化層厚 

地盤傾斜による流動量 D1[(3)式]と護岸移動による流動量 D2[(5)式]のベ

クトル和を地盤総変位量とする.予測結果の一例を図5,図 6に示す. 

4 今後の研究課題 

(1)システムⅡの構築 

地盤の総変位量の予測結果と各種産業施設,交通・運輸施設等のデータを重ね合わせ,また総変位量からひずみ分布を

計算し埋設構造物のデータを重ね合わせ,被害予測を行う. 

(2)地盤データの補間方法 

 本システムは50mメッシュの地盤データを用いているが,地盤データは離散的に存在していることが多く,50mメッシ

ュ単位に補間する技術が必要である. 
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図 4 地表面勾配の算定 

図 6 結果地図表示(総変位量:抜粋) 

図 5 結果地図表示(液状化判定:抜
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